
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

川西町災害廃棄物処理計画 

【概要版】 
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計画策定の趣旨 （計画本編：１ページ） 

 

１．計画の目的 

   ▶東日本大震災を受け、国は災害廃棄物対策指針を策定し、都道府県及び市町村に対し 

災害廃棄物処理計画の策定を求めている。よって本計画は、「川西町地域防災計画」を 

補完し、想定される災害等に対する事前の体制整備を行い、災害廃棄物の円滑な処理 

を促進するため策定する。 

▶本計画は、地域防災計画や被害想定が見直された場合など前提条件に変更があった場

合や地域にかかる社会情勢の変化や今後新たに本計画が対象としている災害による被

害が発生した場合など、必要に応じて見直しを行う。 

   ▶大規模災害発生時は、被害状況等の情報収集、処理すべき災害廃棄物の量を推計し、

対処すべき組織、処理方法、処理期間等の方針及び実施内容について、本計画を基に

「災害廃棄物処理実行計画」として取りまとめる。 

 

２．計画の位置付け 

   ▶環境省の災害廃棄物対策指針を踏まえ、山形県災害廃棄物処理計画や川西町地域防災

計画等と整合を図りながら、本町における災害廃棄物処理に関する基本的な考え方を

定めるもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           参考：山形県災害廃棄物処理計画 
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対象とする災害及び廃棄物 （計画本編：２～４ページ） 

 

１．対象とする災害及び廃棄物 

   ▶対象とする災害は、山形県が策定した山形県災害廃棄物処理計画に示された災害及び 

町既往災害とする。 

   ▶対象となる廃棄物は震災及び風水害等により発生する災害廃棄物、被災者や避難者の 

生活に伴い発生する生活ごみやし尿とする。 

 

２．災害廃棄物発生量推計 

   ▶災害廃棄物の発生量が最多となる冬季のケースで廃棄物対応への影響が最も大きくな 

る場合を想定。 

   ▶風水害については、基本的に地震災害で起こりうる最大想定での対応に準ずる。 

    ※災害廃棄物発生量推計 

想定地震 災害廃棄物発生量（ｔ） 

長井盆地西縁断層帯地震 

（マグニチュード 7.7） 
１７４，４３９ ｔ 

出典：山形県災害廃棄物処理計画 

 

町及び町民・事業者の役割 （計画本編：６ページ） 

 災害発生時には、町が自らの役割を実行することはもとより、町民及び事業者が主体的に行

動し、相互に連携しながら対策を講じる必要がある。   

役割 主な内容 

①町の役割 災害廃棄物処理体制の構築、災害廃棄物処理実行計画の作成等 

②町民の役割 各種災害への対策、廃棄物排出方法の理解、野焼きや不法投棄の

防止等 

③事業者の役割 町方針に従った廃棄物の処理協力、処理に係る必要な協力等 

④関係団体の役割 災害に備えた町の施策協力、仮置場運営管理等の協力等 
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環境班

（住民生活課）

地域連絡員

各地区交流センター

（自主防組織）

住　　民

地域対策部

（まちづくり課）

救護医療支援部

（福祉介護課・健康子育て課）

支援締結対策班

地域対策班

観光班

ボランティア班

救護・支援班

医療班

子育て施設・救護班

議会対応班
議会対応部

（議会事務局）

総括班

施設車両班

消防部 川西消防署

財政通信班

情報調整班

総務部（総務課）

財政情報部

（未来づくり課・政策推進課）

災害廃棄物特別担当

環境係、生活係

出納部

（税務会計課）

川西町災害対策本部

本部長（町長）

副本部長（副町長）

本部会議

教育長（本部付）

消防団

避難住民生活部

（税務会計課・住民生活課）

農畜産対策班

商工班

物資調達班

食料供給班

山林対策班

道路河川班

給水下水班

義援金管理班

教育施設班

環境班

住民相談班

避難所運営班

避難誘導班

建設給水部

（地域整備課）

教育文化施設部

（教育総務課・生涯学習課）

食料供給産業部

（産業振興課・農地林務課）

組織・配備体制 （計画本編：８ページ） 

 災害発生時には、町長が本部長となる災害対策本部が設置される。災害の状況により災害廃

棄物の処理対応が必要となる場合には、災害対策本部の下に「災害廃棄物特別担当」を設置す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
参考：川西町災害廃棄物処理計画 
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協力・支援体制 （計画本編：１０～１１ページ） 

１．協力・支援体制の構築 

   ▶関係行政機関、民間事業者等の各主体との連携により、災害廃棄物処理を迅速か 

つ適正に進める。 

   ▶管内処理を原則とし、町と町内民間事業者との災害協定に基づき処理にあたる。 

   ▶甚大な被害により町と民間事業者との災害協定だけでは対応が困難な場合には、災害

規模に応じて県、関係市町村及び廃棄物関係団体の支援を要請し、処理にあたる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町民への啓発・広報 （計画本編：１２ページ） 

▶町民に対し、ごみの分別徹底、仮置場の設置・運営、便乗ごみの排出防止等の情報を被災 

状況に応じて分かりやすく提供する。 

 ▶情報伝達手段として、町災害対策本部と連携し、避難所等掲示板への張り出し、町ホーム 

ページ、メール、SNS、防災無線、広報宣伝車、回覧板、自治会や避難所等での説明会、 

メディアでの報道により行う。 
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仮設トイレ等し尿処理 （計画本編：１４～１６ページ） 

１．災害発生時のし尿等の基本処理フロー 

   災害発生時のし尿等の処理については、災害発生後速やかに収集運搬体制を整え、生活 

環境保全上支障が生じないよう処理する必要がある。 

 収集したし尿は、置賜広域行政事務組合（以下「置広」という。）南陽クリーンセンター 

で処理することを前提とするが、南陽クリーンセンターが被災し処理が困難となった場合 

には、同じ置広の米沢クリーンセンター、長井クリーンセンターでの施設受入れ協力を要 

請し処理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

   なお、いずれの施設も受入困難となった場合は、災害時の相互応援協定等により県内施 

設で処理を行う。 

 

２．災害発生時におけるし尿収集必要量 

   避難所の設置及び下水道被害に伴う仮設トイレの利用により、多量のし尿等が発生する 

と推測される。 

  ※し尿等発生量推計（長井盆地西縁断層帯地震） 

し尿 

仮設トイレ 

必要人数 

し尿収集 

必要量 

仮設トイレ 

必要数 

7,765 人 18,394ℓ／日 99 基 

※平成２９年度一般廃棄物処理実態調査（環境省）による。 

 

３．仮設トイレの確保 

   仮設トイレの確保は山形県災害廃棄物処理計画に基づき県に支援を要請する。 
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生活ごみ・避難所ごみ （計画本編：１６～１８ページ） 

１．生活ごみ・避難所ごみの基本処理フロー 

   災害発生時には通常のごみに加えて、避難所ごみを処理する必要があるため、速やかに

収集運搬体制を整え、生活環境保全上の支障が生じないようにする。 

   収集した避難所ごみ等は、置広の処理施設で処理することを前提とするが、置広の処理

施設が被災し処理が困難となった場合には、仮置場に一時保管し、民間の産廃処理施設や

県内市町村への協力を要請し処理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．避難所ごみ推計発生量 

  災害廃棄物の避難所ごみ推計発生量は以下のとおりとなる。 

※避難所ごみ発生量推計（長井盆地西縁断層帯地震） 

避難所ごみ 

避難者数 避難所ごみ発生量 

2,563 人 1.1ｔ／日 

※平成２９年度一般廃棄物処理実態調査（環境省）による。 
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災害廃棄物 （計画本編：１９～２８ページ） 

１．災害廃棄物発生量・処理可能量 

   災害廃棄物処理を円滑に進めるためには、災害廃棄物等の発生量、一般廃棄物処理施設 

での災害廃棄物等の処理可能量等を把握する必要がある。 

※災害廃棄物発生量推計（長井盆地西縁断層帯地震） 

町内家屋棟数 

合計 
うちああ 

被害棟数 

全壊 半壊 合計 

7,578 棟 1,119 棟 1,892 棟 3,011 棟 

可燃物 不燃物 
コンクリート

がら 
金属くず 柱角材 

31,399 t 31,399 t 90,708 t 11,513 t 9,420 t 

       

２．処理フロー 

 災害廃棄物は仮置場において集積・分別、必要に応じて破砕したのち、処理施設によっ

て焼却処分や中間処理・最終処分を行い、資源ごみは再資源化を図る。 
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３．仮置場の種類と目的 

   設置目的に応じ、以下のように仮置場を分類する。 

一時仮置場 分別・保管仮置場 二次分別・保管仮置場 

設置目的 

車両通行路の確保、個

人の生活環境・空間の

確保・復旧等、被災家

屋等から災害廃棄物を

早急に撤去するため。 

中間処理、再資源化前

に、一時仮置場等にある

災害廃棄物を一定期間、

分別・保管しておくた

め。 

分別・保管仮置場での分

別が不十分な場合等に再

選別を行い、中間処理を

行うまでの間、分別・保

管しておくため。 

                       出典：災害廃棄物対策指針を一部改編 

 

４．仮置場の必要面積及び候補地の選定 

   ▶災害廃棄物の発生量推計から約 7.８万㎡の仮置場が必要になると見込まれる。 

▶町有地から、被災地近辺の遊休地や造成地、公園、グラウンドなどを候補地とし 

てピックアップし、町有地のみで確保が難しい場合には、県有地、国有地を検討 

し、さらに困難な場合には、民有地を検討する。 

   ▶仮置場の候補地は、自衛隊の野営場や応急仮設住宅の建設地に優先的に利用され 

ることを踏まえて選定する。 

   ▶病院、学校、水源などに近接する場所は避ける。 

   ▶二次災害や環境、地域の基幹産業等への影響が小さい地域を選定する。 

   ▶冬季に仮置場を設置する場合、積雪により仮置できる面積が狭くなることも考慮 

し、仮置場を選定する。 

 

５．仮置場の設置・管理・運営 

   ▶仮置場の地面については、汚水が土壌へ浸透することを防ぐために、仮舗装の実 

施や鉄板、遮水シートの設置、排水溝及び排水処理設備等の設置を検討する。 

▶災害廃棄物の飛散の恐れがある場合は、散水の実施、飛散防止ネットや囲いの設 

置又はフレコンバッグに保管するなどの対応を検討する。 

▶民有地を借地する場合は、借地契約、土壌分析、立会及び返還（返却）の際のル 

ールを定めておく。 

▶仮置場では、その後の処理や再資源化を見据えて可能な限り分別が行えるような 

配置を行う。 

 

 


